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【事業方針】 

令和 8 年度は、「第 3 次近江八幡市地域福祉活動計画」の最終年度として、これまでの

取り組みを振り返り、次の時代へとつなぐ方向性を明確にする、極めて重要な節目の年で

す。社会情勢がめまぐるしく変化する不確実な時代において、私たちは次代への羅針盤を

描く役割を担っています。 

これまで社会福祉協議会は、地域の地縁を基盤とした支え合いの文化を大切に育み、ま

た、「断らずにお受けする」姿勢のもと、デイサービスセンター事業を通じて多くの方の暮

らしを支えてきました。しかしながら、近年の社会構造の変化や経営環境の厳しさを踏ま

えると、同事業を持続的に維持していくことが難しく、その経験と思いを無駄にすること

なく、社協の役割を次の形へと進化させていく転換の年とします。 

あわせて、従来の地縁・組織のつながりを大切にしながらも、SNS や多様な活動主体、

企業等との連携を通じ、時代に合った「新たなつながり方」を模索し、孤独・孤立の防止

や社会参加の機会づくりにつなげていきます。 

こうした日頃のつながりづくりは、災害時や有事においても大きな力を発揮するもので

あり、平時からの関係づくりを通じて、災害ボランティアセンターの円滑な立ち上げや、

見守り支えあいのネットワークが機能する地域づくりを進めていきます。 

ICT や AI も積極的に活用しながら、対人援助の根幹である「人の温かさ」や「人と人と

のつながり」という、社会福祉協議会ならではの強みを一層高めていきます。 

限られた人材や財源の中で、「やること」と「やらないこと」を戦略的に選択するととも

に、職員一人ひとりの力を最大限に発揮できるよう、組織内の人材育成に加え、地域住民、

ボランティア、関係機関など組織外の人材も含めた育成と協働に力を入れていきます。 

こうした取り組みを通じて、地域における社会福祉協議会の存在意義を改めて明確にし、

「地域になくてはならない社協」としての価値を確立します。 

誰もが社会とつながり、役割を持って安心して暮らし続けられる「全世代型地域共生社

会」の実現に向け、役職員自身が計画づくりの過程を前向きに受け止め、誇りを持って挑

戦できる組織文化を育んでいきます。 
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【重点項目】 

事業方針を踏まえ、次の項目を重点項目とし、取り組みます。 

 

1．第 4 次地域福祉活動計画および中期経営計画策定による存在意義の明確化 

第 3 次地域福祉活動計画の成果と課題を総括し、地域住民や関係機関、行政との対話

を重ねながら、令和 9 年度以降の地域福祉推進に向けた新たな計画を策定します。中期

経営計画では、住民主体を大切にする社協の役割を明確にしつつ、行政とのパートナー

シップのもと、活動を支える経営基盤について具体的な行動方針を定めます。 

 

2．「新たなつながり」と社協の強みを活かした全世代型支援の推進 

ICT や SNS の活用、多様な団体との協働に加え、学区社協、自治会、民生委員・児童

委員等による地域に根差したネットワークという社協ならではの強みを活かし、地域内

のつながりを広げていきます。 

個別の相談支援から見えてくる課題を地域づくりにつなげ、地域で支えきれない課題

は再び個別支援につなぐなど、支援が循環する仕組みを組織内で共有・実践し、コミュニ

ティソーシャルワーク機能を発揮します。 

子育てと介護を同時に担う「ダブルケア」など複合的な課題に対しては、地域住民、関

係団体、行政と連携し、全世代を支える包括的な支援を進めるとともに、企業、福祉団

体、関係機関等との連携による新たな社会参加の場を創出します。 

 

3．権利擁護を基盤とした孤独・孤立を防ぐ地域づくりの推進 

身寄りがない高齢者をはじめ、支援につながりにくい人の声を分野や制度にとらわれ

ず受け止める相談体制を整え、地域福祉権利擁護事業を軸とした支援を、行政と連携し

て進めます。 

学区社協や自治会、民生委員・地域の見守り活動等と協働し、身近な地域の中で困りご

とを早期に把握することで、顔の見える関係性を大切にした見守り体制を構築します。 

これらの取組を通じて、一人ひとりの尊厳が守られ、孤独・孤立を防ぐ地域づくりを進

めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下、令和８年度の事業について、重点項目と第３次近江八幡市地域福祉活動計画の項

目ごとに計画します。 
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令和８年度近江八幡市社協事業計画 

 

 
 
 
 

（１）一部の人だけではなく、みんなが関わり、ともに歩める地 
   域にしたい 

 
 

①福祉活動につながる情報発信 
１）広報誌の発行（全戸配布年６回）・声の広報発行（年６回） 

２）ホームページやフェイスブック、インスタグラム等での情報発信の充実 

３）福祉フェスティバル（社会福祉大会）の開催 

４）ほのぼの写真展の実施 

５）パンフレットの作成・活用【新】 

 

②地域福祉リーダーの育成 
１）学区ごとの福祉協力員研修会の開催支援 

２）学区域生活支援グループ交流会の開催 

３）子ども食堂情報交換会の開催 

４）おうみはちまん親子応援プロジェクト「ぱぴぷぺぽ」の活動支援 

 

③ボランティア活動のきっかけづくり（活動支援） 
１）ボランティアセンター運営に関する協議の場づくり 

２）活動に関する活動・相談・組織化・コーディネート・情報提供等の支援 

３）活動者同士の知識や経験の交流の場づくり 

４）活動や社会参加のきっかけとなる学びの場づくり 

５）ボランティア保険の手続き 

 
 

（２）違いを認め合い、「おたがいさんを次の世代に伝え、「助け 
て」と言える地域にしたい 

 
 

①地域共生社会の実現に向けた福祉教育、啓発活動の実施 
１）学校や地域の福祉団体と連携した福祉教育の推進 

２）地域共生社会に向けた福祉モデル校指定（赤い羽根共同募金事業） 

３ 

１．おたがいを思いやるまちをめざします 

～人づくり～ 
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３）福祉教育の推進に関する協議の場づくり 

４）子ども若者向け福祉教育啓発ツールの開発【新】 

５）赤十字奉仕団による福祉学級の開催支援、福祉学級助成 

６）おたがいさんの地域づくり出前講座の実施  

７）社会福祉士実習生の受け入れ 

 

 
 
 
 
 

（１）思いを語りながら、誰もが自由に集まり、学べる場がある 
地域にしたい 

 
 

①協議・協働のための話し合いの場づくり  
１）学区単位の見守り支えあい推進委員会の開催（地域、当事者、医療福祉専門職、NPO、 

企業、行政等との協働のための体制強化） 

２）地域福祉推進委員会の開催（市域） 

 

②日常生活圏域における多様な人が集う地域拠点づくり 
 １）困りごとへの相談および対応に向けた福祉専門職との連携の仕組みづくり 

 
③社会福祉法人との連携強化 
１）地域住民と専門職との出会いの場づくり 
２）社会福祉法人との連携 

 
④行政・関係機関との連携 
１）企業・市民活動団体との福祉課題解決のためのネットワークづくり 

２）企業等との連携による困りごとの早期発見活動の推進（見守りあい協定締結等） 

３）企業との連携によるフードドライブ活動、食品寄付の取り組み 

４）福祉団体助成の実施 

５）団体事務局の受託（市民児協・市赤十字奉仕団） 

６）地域福祉推進事務局会議の開催（行政との情報共有） 

７）大学・専門学校との連携 

 
⑤身近な地域で子どもから大人までつながれる居場所づくりの推進 
１）身近な地域の居場所づくりの立ち上げ・運営支援（自治会単位・学区単位）、 

地域共生型広域居場所づくり助成、ふれあいサロン助成 

２）子どもの居場所づくり（子ども食堂・学びの広場）の活動支援（立ち上げ支援、継 

２．参加とつながりによる支えあいのまちづくりをめざし

ます ～つながりづくり～ 
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続支援） 

３）地域子育て支援拠点事業（あいあいの家）の実施（市委託事業） 

４）レクリエーション備品の貸出 

 
（２）一人ひとりができることを活かせて、喜びやつながりが 

実感できる地域にしたい 
 
 

①身近な地域の見守り支えあい活動の推進          
１）自治会単位の見守り支えあい活動の推進（新規支援・継続支援） 

 ２）福祉協力員、民生委員・児童委員の活動支援 

 ３）見守り支えあい活動マップの作成 

 ４）移動外出支援車両（ささえあい号）貸出事業 

 ５）福祉専門職との連携に向けた見える化ツール地域資源マップの作成 

   
②社会参加できる場づくりの推進          
１）社会参加できる場の拡大に向けた企業、事業所等との連携 

 
③困りごとを抱えた方同士が安心して過ごせる居場所づくり  
１）暮らしづらさを抱えた方の中間的な居場所づくり「ねこの手」 

２）就労に向けた「就労の場づくり」「ちょこチャレ」の実施 

３）ひきこもりの家族の交流の場づくり 

４）学区域で介護者や障がいのある方等同士等が交流できる場づくりの推進 

 
④当事者組織の活動支援                  

  １）当事者組織への情報提供、連携強化 
 

 

 

 

 

 
（1）困った時に身近に相談できる人がいて、必要な人に支援が 

届く地域にしたい 
 
①つながりから困りごとを受け止め、スムーズに専門職につなげる 

仕組みづくり 
 

１）心配ごと相談事業の実施（平日の偶数日） 

２）学区域の相談拠点づくり 

３．安心して暮らせるまちをめざします 
    ～基盤づくり～ 
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（体制づくりの支援および定期的な相談窓口の設置・生活困窮者支援活動の実施に 

関する助成を含む） 

３）地域相談員研修会の開催 

４）福祉の困りごと相談（常設） 

 ５）ひきこもり一斉相談への参加（滋賀県社協事業） 

６）生活困窮世帯支援事業（食糧等支援） 

７）生活福祉資金貸付事務（特例貸付利用者フォローアップ支援業務、市小口資金補助 

業務を含む） 

８）就労準備支援事業（市委託事業） 

９）地域福祉権利擁護事業の実施および啓発活動 

１０）重層的支援体制整備事業［参加支援・アウトリーチ］（市委託事業） 

１１）生活困窮者支援等のための地域づくり事業（重層的支援体制整備事業）（市委託事業） 

１２）タブレットを活用した市民生委員児童委員協議会との連携強化 

１３）権利擁護支援の充実に向けた取り組みの実施 

１４）内部連携強化のための会議の開催（地域共生プランニング会議） 

 １５）生活支援体制整備事業（八幡東中学校区・安土中学校区）（市委託事業） 

    （第２層生活支援コーディネーターの配置※２中学校区） 

 
（2）暮らしを支えるコミュニティ基盤が持続できる地域にし 

たい。 
 
 

①見守り支えあいネットワークの推進 
  １）見守り支えあいネットワークの推進（循環するネットワークづくり） 

  ２）学区たすけあいサポートセンター（学区単位の生活支援活動等）の体制づくり 
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②複雑多様化する福祉課題に対する地域コミュニティの基盤づくり 
  １）学区社協の活動支援・基盤強化 

２）学区社協会長会、地域福祉推進員会議、学区社協交流会の開催 

３）学区ごとの福祉計画策定支援 

４）地域福祉活動推進強化のための助成事業の実施（学区社協助成） 

 
③災害支援の仕組みづくり 
１）災害ボランティアセンターの体制づくり（運営連絡協議会・運営訓練実施等） 

２）当事者・支援団体を交えたネットワークづくりの推進 

３）ICT を活用した災害時の迅速な情報共有に向けた取り組み 

４）災害ボランティア登録の推進 

５）福祉活動と防災活動の連携支援 

６）被災地支援の取り組み 

  

④社会福祉協議会の基盤づくり 
市社会福祉協議会の運営にかかる基盤の強化を図ります。 

会務の運営 

１）理事会、評議員会の開催 

２）委員会の設置 

３）財務管理（経理） 

４）職員研修の実施 

５）情報管理（個人情報保護、情報公開、情報管理システムの構築） 

６）会費（一般・賛助）、善意銀行、広告募集 

 

基盤強化 

１）地域福祉推進体制の強化（学区担当職員の配置） 

２）地域福祉活動の推進のための財源確保（一般会費、賛助会費、善意銀行、 

共同募金、広告募集） 

  ３）第３次地域福祉活動計画の進捗管理（アクションプラン含む） 

４）第４次地域福祉活動計画の策定（令和７年度～８年度） 

５）中期経営計画の策定（令和７年度～８年度） 

６）行政とのパートナーシップの構築（定例協議の実施等） 

 ７）市社協内部の連携強化（タスクリーダー会議の開催等） 

  ８）地域課題や災害及び感染症等に対応できる持続可能な組織運営づくり 

    BCP（事業継続計画）の推進 

９）法人の健全経営 

１０）企画推進サポートチームの運営 

１１）コンプライアンス体制の強化 

１２）職員提案制度の実施 

１３）人事評価制度の運用 
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１４）先進地視察研修の実施 

１５）処遇改善に向けた取り組み 

１６）採用計画に基づく新規採用に向けた取り組み 

１７）クラウドシステムの構築に向けて取り組み 

 

《苦情解決・虐待防止の実施》 

１）第三者委員会の設置 

２）虐待防止・身体拘束等適正化委員会の設置および研修の開催 

 

《施設運営管理》 

１）市総合福祉センター管理運営事業（市委託事業） 

 

 

⑤在宅福祉サービス等の実施 
   高齢者や障がい者が住みなれた地域で暮らし続けるために、それぞれの生活に寄り添

った支援を行います。また、社協では、地域福祉活動や相談支援等の幅広い機能と介護

サービスの連携をはかり、人とのつながりを保ちながら、生きがいを持って暮らし続け

ることをサポートします。 

 

《介護保険事業》 

１．居宅介護支援事業 

 行政および地域包括支援センター、医療機関、その他関係機関と連携し、高齢者が 

在宅にて自立した生活を送れるよう、地域の資源の活用も含めた居宅サービス計画書

の作成や介護保険の相談業務を行います。 

１）居宅介護支援事業所 

２．通所介護事業 

   利用者の立場に立った適正な事業を実施し、心身機能や機能訓練、口腔機能などの

生活の質の向上を図り、社会的孤立感の解消および家族の身体的、精神的負担の軽減

を図り、利用者の在宅生活を支援します。また、通所介護事業を継続的に維持してい

くことが難しく、令和８年度中に閉鎖にかかる計画を実施します。 

１）デイサービスセンターひまわり 

３．訪問介護事業 

   日常的に介護を必要とする利用者の生活を支え、その家族を支援し、自立支援を目

的としたホームヘルプサービスを提供します。 

１）へルパーステーションあづち（通院などの乗降介助含む） 

 

《障がい福祉サービス》 

１．相談支援事業 

   障がい福祉サービスを利用される方の心身の状況や生活環境に応じて、ご本人やご

家族の意向をもとに「サービス等利用計画」を作成します。その他、生活に必要な情報
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提供、相談支援や各サービス提供事業所との連絡調整を行います。 

１）相談支援事業所 

２．介護給付事業 

   障がいのある方を対象に自立支援を目的としてホームヘルプサービスを提供します。 

 また、視覚障がいのある方の移動に必要な情報の提供や移動の援護等の外出支援を

行います。   

１）居宅介護事業所［ホームヘルプサービス］（通院等の介助含む） 

２）ガイドヘルプひまわり 

 

《高齢者支援に関する事業》 

１．高齢者支援に関する事業 

公共交通機関の利用困難な要介護高齢者を対象に通院（介助）、送迎や、一人暮らし

高齢者や高齢者世帯を対象に公的サービスでは対応できないサービス等に対応します。  
１）福祉輸送事業 

２）生活支援事業 

３）車いすの貸出事業 

 

《障がい児者支援に関する事業》 

１．障がい児者支援に関する事業 

公共交通機関の利用困難な障がいのある方の通院（介助）、送迎や聴覚障がい者のコ

ミュニケーション支援のため、手話通訳サービスを実施します。 

１） 福祉輸送事業 

２） 手話通訳者設置派遣事業（委託事業） 

 

《育児支援に関する事業》 

１．多胎児家庭育児支援事業 

ホームヘルパーが自宅を訪問し、家事および育児の支援を行います。 

１）多胎児家庭育児支援事業（市委託事業） 
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